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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第40期
第３四半期
連結累計期間

第41期
第３四半期
連結累計期間

第40期

会計期間
自 平成27年７月１日
至 平成28年３月31日

自 平成28年７月１日
至 平成29年３月31日

自 平成27年７月１日
至 平成28年６月30日

売上高 (千円) 1,923,327 1,665,758 2,568,347

経常利益又は経常損失（△） (千円) △829 99,208 △36,131

親会社株主に帰属する四半期純
利益又は親会社株主に帰属する
四半期(当期)純損失（△）

(千円) △154,977 73,145 △196,479

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △157,772 84,946 △200,445

純資産額 (千円) 3,120,755 3,178,168 3,078,904

総資産額 (千円) 3,737,113 3,600,096 3,551,542

１株当たり四半期純利益金額又は
四半期(当期)純損失金額（△）

(円) △10.77 5.06 △13.65

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － 5.03 －

自己資本比率 (％) 80.9 86.1 83.9
 

 

回次
第40期
第３四半期
連結会計期間

第41期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年１月１日
至 平成28年３月31日

自 平成29年１月１日
至 平成29年３月31日

１株当たり四半期純利益金額又
は四半期純損失金額（△）

(円) △9.34 1.32
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第40期第３四半期連結累計期間及び第40

期は１株当たり四半期（当期）純損失であるため、記載しておりません。

４　１株当たり四半期純利益金額又は四半期（当期）純損失金額の算定において、株式付与ESOP信託が保有する

当社株式を自己株式と処理していることから、期中平均株式数から当該株式数を控除しております。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　

１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）セグメント情報」の「２．報告セグメントの変更等に関す

る事項」をご参照ください。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用情勢に改善傾向が見られましたが、中国をはじ

めとする新興国経済の停滞や英国のEU離脱問題に加え、米国新政権の政策に対する懸念等により、依然として景気の

先行きは不透明な状況が続いております。当社グループの関連市場においても、全般的に緩やかな回復傾向にありま

すが、依然として投資姿勢は慎重であり、本格的な回復にはまだ時間を要するものと思われます。

このような状況の中で、当社グループは、前連結会計年度に引き続き販売開発体制の見直しや事業ポートフォリオ

の再構築など抜本的な経営改革を行い、収益構造の改善に取り組んでまいりました。

業績面では、テレマティクス車載機及び主力製品である紙幣鑑別センサモジュールの受注減の影響が続いておりま

すが、利益は前連結会計年度に行った不採算事業の撤廃における希望退職者募集の実施や事務所統合等による固定費

削減効果が寄与したことにより、前年同四半期比で減収増益となりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高は1,665百万円（前年同四半期比13.4％減少）、営業利益は

110百万円（前年同四半期は営業損失６百万円）、経常利益は99百万円（前年同四半期は経常損失０百万円）、親会社

株主に帰属する四半期純利益は73百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失154百万円）となりまし

た。

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントを変更しており、当第３四半期連結累計期間の比較・分析

は、変更後の区分に基づいております。

 

ＩｏＴ事業

ＩｏＴ事業は、テレマティクス車載機の販売が減少しましたが、人件費削減の効果が寄与したことから、前年同四

半期比で減収増益となりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は541百万円（前年同四半期比20.9％減少）、セグメント利益は104

百万円（前年同四半期比41.4％増加）となりました。

なお、今後については、大手電機メーカーと提携開発した映像や運転操作を全て記録できる「Bluetooth」型個人向

けドライブレコーダーテレマティクス車載機の量産参入や生産効率の改善に大幅に寄与する新工場ＩｏＴキットの安

定受注、ドライバーの健康見守りや高齢者の生活をサポートする新開発のメディカルタグの販売、ＩｏＴにおけるデ

ジタルツイン技術の普及が予想されることから、前進の要素が見込まれます。

 

製造受託事業

製造受託事業は、主力製品である紙幣鑑別センサモジュールの販売が減少しましたが、人件費削減の効果が寄与し

たことから、前年同四半期比で減収増益となりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は626百万円（前年同四半期比17.6％減少）、セグメント利益は87百

万円（前年同四半期比30.2％増加）となりました。
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開発受託事業

開発受託事業は、医療分野における遠隔電子カルテシステムや血液分析装置システム、防災情報システムの開発受

注が堅調に推移し、収益構造の見直しと相まって前年同四半期比で増収増益となりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は498百万円（前年同四半期比4.1％増加）、セグメント利益は66百

万円（前年同四半期比51.7％増加）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

（資産の状況）

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は3,600百万円となり、前連結会計年度末から48百万円増加しております。

主な内容としましては、現金及び預金が352百万円増加し、受取手形及び売掛金が167百万円、原材料及び貯蔵品が53

百万円、製品が31百万円減少しております。

（負債の状況）

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は421百万円となり、前連結会計年度末から50百万円減少しております。主

な内容としましては、支払手形及び買掛金が162百万円減少し、電子記録債務が86百万円増加しております。

（純資産の状況）

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は3,178百万円となり、前連結会計年度末から99百万円増加しておりま

す。主な内容としましては、新株予約権の行使による資本金及び資本剰余金の増加75百万円、親会社株主に帰属する

四半期純利益73百万円の計上、剰余金の配当43百万円によるものです。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は２百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 52,000,000

計 52,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年５月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,742,000 14,742,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数は100株であり
ます。

計 14,742,000 14,742,000 ― ―
 

(注) 提出日現在の発行数には平成29年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年１月１日～
平成29年３月31日
（注)

87,200 14,742,000 18,036 928,831 18,036 642,733

 

（注）新株予約権の行使による増加であります。
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成28年12月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成28年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)  普通株式　14,654,100 146,541 ―

単元未満株式  普通株式　　 　　700 ― ―

発行済株式総数 　　　　　　14,654,800 ― ―

総株主の議決権 ― 146,541 ―
 

（注）「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与ＥＳＯＰ信

託口）が所有する当社株式162,400株（議決権1,624個）が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成28年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
 

(注) 株式付与ＥＳＯＰ信託口所有の株式162,400株につきましては、上記の自己株式等に含まれておりませんが、会

計処理上は当社と株式付与ＥＳＯＰ信託を一体としていることから、四半期連結貸借対照表においては自己株式

として処理をしております。

上記は、直前の基準日（平成28年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりますが、自己株式について

は当第３四半期会計期間末日現在の所有状況を確認できており、当第３四半期会計期間における四半期連結財務

諸表において自己株式として処理している株式付与ＥＳＯＰ信託口所有の株式は162,400株であります。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成29年１月１日から平成

29年３月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年７月１日から平成29年３月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,310,222 2,662,792

  受取手形及び売掛金 630,262 462,509

  有価証券 6,883 5,563

  製品 203,666 172,221

  仕掛品 34,415 11,915

  原材料及び貯蔵品 113,771 60,452

  繰延税金資産 1,407 6,158

  その他 76,149 37,681

  貸倒引当金 △488 △556

  流動資産合計 3,376,289 3,418,738

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 62,823 62,857

    減価償却累計額 △6,154 △9,224

    建物及び構築物（純額） 56,668 53,632

   工具、器具及び備品 161,331 176,278

    減価償却累計額 △126,489 △129,116

    工具、器具及び備品（純額） 34,841 47,162

   有形固定資産合計 91,510 100,795

  無形固定資産   

   その他 18,212 22,209

   無形固定資産合計 18,212 22,209

  投資その他の資産   

   投資有価証券 121 132

   繰延税金資産 7,618 5,509

   その他 57,790 52,711

   投資その他の資産合計 65,531 58,353

  固定資産合計 175,253 181,358

 資産合計 3,551,542 3,600,096
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 306,120 143,703

  電子記録債務 － 86,337

  未払金 41,494 23,113

  未払法人税等 8,866 30,744

  繰延税金負債 4,573 252

  賞与引当金 2,435 11,809

  その他 57,091 73,057

  流動負債合計 420,582 369,018

 固定負債   

  株式給付引当金 22,916 24,382

  退職給付に係る負債 29,139 28,526

  固定負債合計 52,055 52,909

 負債合計 472,638 421,927

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 891,132 928,831

  資本剰余金 605,034 642,733

  利益剰余金 1,556,048 1,585,502

  自己株式 ※  △59,946 ※  △57,098

  株主資本合計 2,992,269 3,099,969

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 △9,327 600

  為替換算調整勘定 △1,571 △1,569

  その他の包括利益累計額合計 △10,899 △968

 新株予約権 70,968 50,731

 非支配株主持分 26,565 28,435

 純資産合計 3,078,904 3,178,168

負債純資産合計 3,551,542 3,600,096
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年７月１日
　至 平成28年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年７月１日
　至 平成29年３月31日)

売上高 1,923,327 1,665,758

売上原価 1,617,132 1,310,430

売上総利益 306,194 355,328

販売費及び一般管理費 313,084 245,100

営業利益又は営業損失（△） △6,889 110,228

営業外収益   

 受取利息 1,322 305

 為替差益 927 462

 還付加算金 － 179

 助成金収入 333 －

 投資事業組合運用益 2,964 －

 その他 612 562

 営業外収益合計 6,160 1,508

営業外費用   

 株式交付費 － 744

 投資事業組合運用損 － 10,144

 賃貸費用 － 1,510

 その他 100 129

 営業外費用合計 100 12,529

経常利益又は経常損失（△） △829 99,208

特別損失   

 事業構造改善費用 ※  116,337 －

 固定資産除却損 － 454

 減損損失 20,060 －

 特別損失合計 136,398 454

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△137,227 98,753

法人税、住民税及び事業税 19,094 30,954

法人税等調整額 △2,415 △7,215

法人税等合計 16,679 23,738

四半期純利益又は四半期純損失（△） △153,907 75,015

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,070 1,869

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

△154,977 73,145
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年７月１日
　至 平成28年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年７月１日
　至 平成29年３月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △153,907 75,015

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △3,449 9,929

 為替換算調整勘定 △416 1

 その他の包括利益合計 △3,865 9,931

四半期包括利益 △157,772 84,946

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △158,819 83,075

 非支配株主に係る四半期包括利益 1,046 1,870
 

EDINET提出書類

株式会社ユビテック(E02100)

四半期報告書

11/17



【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算)

一部の連結子会社において、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的

に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっております。　

 

(追加情報)

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四半

期連結会計期間から適用しております。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※ 株式付与ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式（前連結会計年度末：帳簿価額59,946千円、株式数170,500株　当第３

四半期連結会計期間末：帳簿価額57,098千円、株式数162,400株）については、自己株式として計上しております。

 
(四半期連結損益計算書関係)

※　事業構造改善費用

当社グループは、収益構造の改善及び安定した経営基盤の構築に向けて、販売体制の見直しや事業ポートフォリオ

の再構築など抜本的な経営改革の実現に向けた取り組みを進めており、それらの施策により発生した費用を事業構造

改善費用として計上しております。

前第３四半期連結累計期間における事業構造改善費用の内訳は次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年７月１日
至　平成28年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年７月１日
至　平成29年３月31日)

特別退職金 101,707 千円 － 千円

再就職支援費用 9,900 千円 － 千円

事務所移転費用 4,730 千円 － 千円

計 116,337 千円 － 千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年７月１日
至 平成28年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年７月１日
至 平成29年３月31日)

減価償却費 16,204千円 21,003千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成27年７月１日 至 平成28年３月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年９月18日
定時株主総会

普通株式 43,690 3 平成27年６月30日 平成27年９月24日 利益剰余金
 

(注) 平成27年９月18日定時株主総会の決議に基づく配当金の総額には、ESOP信託が保有する自社の株式に対する配当

金517千円が含まれております。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成28年７月１日 至 平成29年３月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年９月28日
定時株主総会

普通株式 43,690 3 平成28年６月30日 平成28年９月29日 利益剰余金
 

(注) 平成28年９月28日定時株主総会の決議に基づく配当金の総額には、ESOP信託が保有する自社の株式に対する配当

金511千円が含まれております。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成27年７月１日 至 平成28年３月31日)

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注) 1

四半期連結損益
計算書計上額
(注) ２ＩｏＴ事業 製造受託事業 開発受託事業 計

売上高       

  外部顧客への売上高 684,486 760,385 478,454 1,923,327 － 1,923,327

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

－ － － － － －

計 684,486 760,385 478,454 1,923,327 － 1,923,327

セグメント利益 73,543 67,371 43,589 184,503 △191,393 △6,889
 

(注)１. セグメント利益の調整額△191,393千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△191,393千円であ

 ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

     ２. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成28年７月１日 至 平成29年３月31日)

　１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注) 1

四半期連結損益
計算書計上額
(注) ２ＩｏＴ事業 製造受託事業 開発受託事業 計

売上高       

  外部顧客への売上高 541,310 626,245 498,202 1,665,758 － 1,665,758

 セグメント間の内部
　売上高又は振替高

－ － － － － －

計 541,310 626,245 498,202 1,665,758 － 1,665,758

セグメント利益 104,011 87,723 66,120 257,855 △147,627 110,228
 

(注)１. セグメント利益の調整額△147,627千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△147,627千円であ

 ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

     ２. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

　２．報告セグメントの変更等に関する事項

平成28年２月に策定した中期経営計画に基づき、経営管理区分の見直しを行った結果、従来、「電子機器事業」及び

「モバイル・ユビキタス事業」の２区分で開示しておりました報告セグメントを第１四半期連結会計期間より「ＩｏＴ

事業」、「製造受託事業」及び「開発受託事業」の３区分に変更しております。

　なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したものを開示

しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年７月１日
至 平成28年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年７月１日
至 平成29年３月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△) △10円77銭  5円06銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は
親会社株主に帰属する四半期純損失金額(△)(千円)

△154,977 73,145

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金額
又は親会社株主に帰属する四半期純損失金額(△)(千円)

△154,977 73,145

普通株式の期中平均株式数(株) 14,391,491 14,455,945

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― 5円03銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) ― 73,633

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半
期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計
年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

（注）1 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第３四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損

失であるため、記載しておりません。

２ 株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益金額

又は四半期純損失金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前

第３四半期連結累計期間172,109株、当第３四半期連結累計期間165,627株であります。

 

２ 【その他】

 該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年５月12日

株式会社ユビテック

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   斎藤　　昇  　 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   秋山　高広   　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ユビ

テックの平成28年７月１日から平成29年６月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成29年１月１日から

平成29年３月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年７月１日から平成29年３月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ユビテック及び連結子会社の平成29年３月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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